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1．研究計画の概要

日米欧三極にわたる消費者行動について
データに基礎を持ち、計量経済学の手法に
よって比較する実証分析である。今回はこ
のような総合的な研究を計画しており、学
術的に意味のある結果が期待できる。

具体的には日米の間では耐久消費財に関す
る比較分析を行う。日欧では高齢者消費需要
及び資産蓄積・取り崩し行動に焦点を当てた
分析を行う。高齢者消費需要は多分に社会保
障制度、年金制度に依存すると思われるが、
従来は消費の中身にまで目を向けた分析は
少なかった。日欧比較において、政策的な観
点からも実証分析の結果を生かすことがで
きればよい。
日米欧という三極をテーマにして、日米、日
欧の比較研究をしたあと最終的に三極の統
合をする。

2．研究の進捗状況
ほぼ計画通りのスケジュールである。
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価格モデルと呼ばれるが、従来の研究では確
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アメリカデータでは、アメリカ合衆国労働

統計局で作成されたデータに関して解析を

進めている。一連の分析が、国際ジャーナル

のアクセプトされ、2010年1月に刊行さ

れた。ここでは経済統計に関する誤記入の間



題を耐久消費財購入行動をベースにして分

析した。日本のケースと同様に、アメリカで

も誤記入の可能性は否定できなかった。

3．現在までの達成度
②おおむね順調に進展している。
（理由）研究実績として海外の査読付ジャー

ナルに2本公刊され、また、海外の査読付ジ
ャーナルに投稿中の論文がある。また、著作
として、単著が1冊、書籍の1章になったも
のが1冊ある。

4．今後の研究の推進方策
最終年度はこれまでの成果をまとめるこ

とである。

5．代表的な研究成果
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に

は下線）
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